
京田辺市規則第２３号 

 

   京田辺市太陽光発電設備の適正な設置及び維持管理に関する条例施行規

則 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、京田辺市太陽光発電設備の適正な設置及び維持管理に関

する条例（令和６年京田辺市条例第２号。以下「条例」という。）の施行に

関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この規則において使用する用語の意義は、条例において使用する用語

の例による。 

 （事前協議） 

第３条 申請予定者は、条例第８条の規定による協議（以下「事前協議」とい

う。）をしようとするときは、事前協議書（別記様式第１号）を市長に提出

しなければならない。 

２ 申請予定者、発電事業管理者及び施工者は、前項の事前協議書に記名押印

しなければならない。 

３ 第１項の事前協議書には、前項の規定により記名押印した者の印鑑に関す

る証明書（住所地の市町村長（特別区の区長を含むものとし、地方自治法（

昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項に規定する指定都市にあ

っては、市長又は区長とする。）又は不動産登記法（平成１６年法律第１２

３号）第９条に規定する登記官が作成するものに限る。以下同じ。）を添付

しなければならない。 

４ 前項に掲げるもののほか、第１項の事前協議書には、次に掲げる書類及び

図面を添付しなければならない。ただし、発電事業の計画の内容により市長

が添付を要しないと認めるときは、これらの書類及び図面の一部を省略する

ことができる。 

 （１） 申請予定者、発電事業管理者及び施工者に係る次に掲げる書類 

  ア 申請予定者の住民票の写し（法人にあっては、登記事項証明書及びそ



 

の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者を

いい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、

当該法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ず

る者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。以下同じ

。）の住民票の写し）及び印鑑に関する証明書 

  イ 発電事業管理者及び施工者の住民票の写し（法人にあっては、登記事

項証明書をいう。以下同じ。）及び印鑑に関する証明書 

  ウ 申請予定者が条例第１４条第１項第１号アからキまでのいずれにも該

当しないことを誓約する欠格要件非該当誓約書（別記様式第２号） 

  エ 発電事業管理者及び施工者が条例第１４条第１項第１号アに該当しな

いことを誓約する欠格要件非該当誓約書（事業関係者）（別記様式第３

号） 

 （２） 造成に係る次に掲げる図面 

  ア 位置図（縮尺１／２，５００程度） 

  イ 実測現況平面図（縮尺１／５００程度） 

  ウ 実測現況縦断面図（縮尺１／２００程度） 

  エ 実測現況横断面図（縮尺１／２００程度） 

  オ 計画平面図（縮尺１／５００程度） 

  カ 計画縦断面図（縮尺１／２００程度） 

  キ 計画横断面図（縮尺１／２００程度） 

  ク 発電事業区域の面積求積図又は地積測量図 

 （３） 擁壁等の計画に係る次に掲げる書類及び図面 

  ア 断面図及び背面図（縮尺１／３０程度） 

  イ 展開図（縮尺１／２００程度） 

  ウ 応力及び構造に係る計算書 

 （４） 排水施設計画に係る次に掲げる書類及び図面 

  ア 集水区域図（縮尺１／２，５００程度） 

  イ 排水計画図（縮尺１／５００程度） 

  ウ 構造図（縮尺１／３０程度） 

  エ 排水施設設計に係る計算書 



 

 （５） 防災施設計画に係る次に掲げる書類及び図面 

  ア 防災施設計画図（縮尺１／５００程度） 

  イ 構造図（縮尺１／３０程度） 

  ウ 防災施設設計に係る計算書 

 （６） 特定設備に係る次に掲げる書類及び図面 

  ア 特定設備の配置図（縮尺１／５００程度） 

  イ 特定設備の構造図及び配線図（縮尺１／３０程度） 

  ウ 特定設備の構造計算書 

  エ 太陽電池モジュールの規格及び性能表 

  オ 安全柵の規格表 

  カ 特定設備の設置完成予想図（パース）（縮尺任意） 

  キ 太陽電池モジュールの反射光による影響予測図（縮尺任意） 

 （７） 発電事業区域及び特定設備の維持管理及び廃棄に係る次に掲げる書

類 

  ア 保守点検計画書 

  イ 発電事業区域の維持管理（除草等）計画 

  ウ 緊急連絡体制及び緊急時対応マニュアル 

  エ 特定設備の撤去及び処分に係る費用の算定額並びに当該費用の積立計

画が記された廃棄物処理計画書 

 （８） 資力及び信用があることを証する書類 

  ア 特定設備の設置に係る工事見積書 

  イ 資金計画書 

  ウ 資金の調達について確認できる資料（自己資金により調達する場合に

あっては貯金残高が確認できるもの、融資により調達する場合にあって

は融資が確認できるものその他資金の調達方法に応じた資料をいう。以

下同じ。） 

  エ 財務状況又は経営状況を確認することができる資料（貸借対照表、損

益計算書等をいう。以下同じ。） 

  オ 納税証明書 

  カ 事業経歴書（必要に応じ、一定の期間を定めその期間内の経歴とする



 

ことができる。以下同じ。） 

  キ 発電事業収支計画書 

  ク 定款（法人の場合に限る。以下同じ。） 

 （９） 伐採・伐木計画図（縮尺１／５００程度） 

 （１０） 緑化・植栽計画図（縮尺１／５００程度） 

 （１１） 測量手簿（測量成果報告書） 

 （１２） 現況写真 

 （１３） 施工計画書 

 （１４） 土量計算書 

 （１５） 資材等搬入計画及び経路図（縮尺１／２５，０００から１／５，

０００まで） 

 （１６） 法務局備付けの地図又は公図（発電事業区域の土地及び当該区域

に隣接する土地） 

 （１７） 土地の登記事項証明書又は登記簿謄本（発電事業区域の土地及び

当該区域に隣接する土地） 

 （１８） 隣接土地境界確定図（縮尺１／５００程度）、隣接土地所有者の

実印による同意印が押印された隣接土地境界確定に係る同意書（別記

様式第４号）及び印鑑に関する証明書 

 （１９） 土地の登記事項証明書又は登記簿謄本に記載された地目、地積並

びに土地所有者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者

の氏名及び主たる事務所の所在地をいう。以下同じ。）を記した発電

事業関係土地調書（別記様式第５号） 

 （２０） 第７条第２項の土地使用同意書（別記様式第６号）及び印鑑に関

する証明書 

 （２１） 第７条第３項の土地に係る権利者同意書（別記様式第７号）及び

印鑑に関する証明書 

 （２２） 第７条第４項の発電事業区域に隣接する土地の所有者同意書（別

記様式第８号）及び印鑑に関する証明書 

 （２３） 関係法令の規定により許可、認可その他の手続を要するときは、

当該手続をしたことを証する書類 



 

 （２４） 説明会開催計画書（別記様式第９号） 

 （２５） その他市長が必要と認めるもの 

５ 市長は、事前協議が整ったときは、その旨を事前協議済書（別記様式第１

０号）により申請予定者に通知するものとする。 

 （建設予定標識の設置） 

第４条 条例第９条第１項の建設予定標識の様式は、別記様式第１１号とする

。 

２ 条例第９条第２項に規定する届出は、建設予定標識設置届出書（別記様式

第１２号）に次に掲げる図面及び写真を添えて行うものとする。 

 （１） 建設予定標識を設置した場所を示す図面 

 （２） 建設予定標識の設置の状況及び建設予定標識に記載された事項を示

す写真 

 （説明会の開催等） 

第５条 申請予定者は、条例第１０条第１項の規定により開催する説明会（以

下「説明会」という。）において、次に掲げる事項を記載した書類及び図面

を地域住民等に配布するとともに、その内容を十分に説明しなければならな

い。 

 （１） 申請予定者の氏名及び住所 

 （２） 発電事業管理者の氏名及び住所 

 （３） 施工者の氏名及び住所 

 （４） 発電事業の名称 

 （５） 発電事業区域の所在地及び面積 

 （６） 発電出力及び特定設備の構造 

 （７） 附属設備の種類及び構造 

 （８） 発電事業区域及び特定設備の維持管理方法 

 （９） 発電事業に係る工事の期間及び方法 

 （１０） 発電事業開始予定日 

 （１１） 発電事業区域及びその周辺地域における土砂災害の発生の防止及

び生活環境等の保全のために講ずる措置 

 （１２） 発電事業廃止後の特定設備の撤去及び発電事業区域の復旧に係る



 

計画 

２ 条例第１０条第１項（条例第１５条第４項又は条例第２３条第３項におい

て準用する場合を含む。以下同じ。）の規則で定める地域団体は、京田辺市

の自治振興費の交付要綱（昭和６２年京田辺市告示第２７号）第２条第１号

に規定する区とする。 

３ 申請予定者は、説明会の開催に当たっては、あらかじめ開催の日時及び場

所を地域住民等の見やすい場所において行う掲示その他の適切な方法により

周知しなければならない。 

４ 条例第１０条第２項の規則で定める書類は、次の各号に掲げる場合の区分

に応じ、当該各号に定める書類とする。 

 （１） 説明会を開催した場合 説明会開催結果報告書（別記様式第１３号

） 

 （２） 条例第１０条第１項ただし書の規定による措置を行った場合 措置

内容報告書（別記様式第１４号） 

５ 申請予定者は、前項第１号の報告書に説明会に係る議事録を添付しなけれ

ばならない。この場合において、当該議事録に出席した地域住民等の代表者

の署名がないときは、当該説明会の内容を録音した記録媒体を併せて提出し

なければならない。 

 （地域住民等との協議） 

第６条 条例第１１条第１項の規則で定める日は、条例第１３条に規定する発

電事業許可の申請を行う日の３０日前の日とする。 

２ 条例第１１条第２項の規則で定める書類は、地域住民等協議結果報告書（

別記様式第１５号）とする。 

 （土地所有者等の同意） 

第７条 条例第１２条各項の規則で定める説明事項は、第５条第１項各号に掲

げる事項とする。 

２ 条例第１２条第１項から第３項までに規定する規則で定める同意書は、同

条各項に規定する同意をした者の署名押印がなされた土地使用同意書（別記

様式第６号）によるものとする。 

３ 条例第１２条第４項の規則で定める同意書は、同項に規定する同意をした



 

者の署名押印がなされた土地に係る権利者同意書（別記様式第７号）による

ものとする。 

４ 条例第１２条第５項の規則で定める同意書は、同項に規定する同意をした

者の署名押印がなされた発電事業区域に隣接する土地の所有者同意書（別記

様式第８号）によるものとする。ただし、隣接土地所有者が国又は地方公共

団体であるときは、この限りでない。 

５ 申請予定者は、前３項の場合において、同意書に署名押印した者の印鑑に

関する証明書を当該同意書に添付しなければならない。 

６ 条例第１２条第５項ただし書の規則で定める書類は、経過内容報告書（別

記様式第１６号）とする。 

 （許可の申請） 

第８条 条例第１３条の規定による申請は、発電事業許可申請書（別記様式第

１７号）により行うものとする。 

２ 第３条第２項及び第３項の規定は、前項の規定による申請をする場合にお

いて準用する。 

３ 条例第１３条の規則で定める書類及び図面は、次に掲げる書類及び図面と

する。ただし、発電事業の計画の内容により市長が添付を要しないと認める

ときは、これらの書類及び図面の一部を省略することができる。 

 （１） 許可申請者、発電事業管理者及び施工者に係る次に掲げる書類 

  ア 許可申請者の住民票の写し（法人にあっては、登記事項証明書及びそ

の役員の住民票の写し）及び印鑑に関する証明書 

  イ 発電事業管理者及び施工者の住民票の写し及び印鑑に関する証明書 

  ウ 許可申請者が条例第１４条第１項第１号アからキまでのいずれにも該

当しないことを誓約する欠格要件非該当誓約書（別記様式第２号） 

  エ 発電事業管理者及び施工者が条例第１４条第１項第１号アに該当しな

いことを誓約する欠格要件非該当誓約書（事業関係者）（別記様式第３

号） 

 （２） 造成に係る次に掲げる図面 

  ア 位置図（縮尺１／２，５００程度） 

  イ 実測現況平面図（縮尺１／５００程度） 



 

  ウ 実測現況縦断面図（縮尺１／２００程度） 

  エ 実測現況横断面図（縮尺１／２００程度） 

  オ 計画平面図（縮尺１／５００程度） 

  カ 計画縦断面図（縮尺１／２００程度） 

  キ 計画横断面図（縮尺１／２００程度） 

  ク 発電事業区域の面積求積図又は地積測量図 

 （３） 擁壁等の計画に係る次に掲げる書類及び図面 

  ア 断面図及び背面図（縮尺１／３０程度） 

  イ 展開図（縮尺１／２００程度） 

  ウ 応力及び構造に係る計算書 

 （４） 排水施設計画に係る次に掲げる書類及び図面 

  ア 集水区域図（縮尺１／２，５００程度） 

  イ 排水計画図（縮尺１／５００程度） 

  ウ 構造図（縮尺１／３０程度） 

  エ 排水施設設計に係る計算書 

 （５） 防災施設計画に係る次に掲げる書類及び図面 

  ア 防災施設計画図（縮尺１／５００程度） 

  イ 構造図（縮尺１／３０程度） 

  ウ 防災施設設計に係る計算書 

 （６） 特定設備に係る次に掲げる書類及び図面 

  ア 特定設備の配置図（縮尺１／５００程度） 

  イ 特定設備の構造図及び配線図（縮尺１／３０程度） 

  ウ 特定設備の構造計算書 

  エ 太陽電池モジュールの規格及び性能表 

  オ 安全柵の規格表 

  カ 特定設備の設置完成予想図（パース）（縮尺任意） 

  キ 太陽電池モジュールの反射光による影響予測図（縮尺任意） 

 （７） 発電事業区域及び特定設備の維持管理及び廃棄に係る次に掲げる書

類 

  ア 保守点検計画書 



 

  イ 発電事業区域の維持管理（除草等）計画 

  ウ 緊急連絡体制及び緊急時対応マニュアル 

  エ 特定設備の撤去及び処分に係る費用の算定額並びに当該費用の積立計

画が記された廃棄物処理計画書 

 （８） 資力及び信用があることを証する書類 

  ア 特定設備の設置に係る工事見積書 

  イ 資金計画書 

  ウ 資金の調達について確認できる資料 

  エ 財務状況又は経営状況を確認することができる資料 

  オ 納税証明書 

  カ 事業経歴書 

  キ 発電事業収支計画書 

  ク 定款 

 （９） 伐採・伐木計画図（縮尺１／５００程度） 

 （１０） 緑化・植栽計画図（縮尺１／５００程度） 

 （１１） 測量手簿（測量成果報告書） 

 （１２） 現況写真 

 （１３） 施工計画書 

 （１４） 土量計算書 

 （１５） 資材等搬入計画及び経路図（縮尺１／２５，０００から１／５，

０００まで） 

 （１６） 法務局備付けの地図又は公図（発電事業区域の土地及び当該区域

に隣接する土地） 

 （１７） 土地の登記事項証明書又は登記簿謄本（発電事業区域の土地及び

当該区域に隣接する土地） 

 （１８） 隣接土地境界確定図（縮尺１／５００程度）、隣接土地所有者の

実印による同意印が押印された隣接土地境界確定に係る同意書（別記

様式第４号）及び印鑑に関する証明書 

 （１９） 土地の登記事項証明書又は登記簿謄本に記載された地目、地積並

びに土地所有者の氏名及び住所を記した発電事業関係土地調書（別記



 

様式第５号） 

 （２０） 前条第２項の土地使用同意書（別記様式第６号）及び印鑑に関す

る証明書 

 （２１） 前条第３項の土地に係る権利者同意書（別記様式第７号）及び印

鑑に関する証明書 

 （２２） 前条第４項の発電事業区域に隣接する土地の所有者同意書（別記

様式第８号）及び印鑑に関する証明書 

 （２３） 関係法令の規定により許可、認可その他の手続を要するときは、

当該手続をしたことを証する書類 

 （２４） 説明会開催結果報告書（別記様式第１３号）又は措置内容報告書

（別記様式第１４号） 

 （２５） 地域住民等協議結果報告書（別記様式第１５号） 

 （２６） 許可申請者、発電事業管理者及び土地所有者の保全義務に関する

誓約書（別記様式第１８号） 

 （２７） 第３条第５項の事前協議済書の写し 

 （２８） その他市長が必要と認めるもの 

４ 条例第１３条第９号の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

 （１） 許可申請者が法人である場合にあっては、その役員の氏名及び住所 

 （２） 特定設備の保守点検者の氏名及び住所 

 （３） 発電事業の名称 

 （４） 発電事業に係る工事の期間及び方法 

 （５） 緊急時の連絡先 

 （６） 発電事業開始予定日 

 （７） 緑化等に係る方法及び面積 

 （８） 発電事業区域及び特定設備の維持管理方法 

 （９） 発電事業廃止後の特定設備の撤去及び発電事業区域の復旧に係る計

画 

 （１０） 特定設備の撤去及び処分に係る費用の積立準備状況 

 （１１） 土地の登記事項証明書又は登記簿謄本に記載された地目、地積並

びに土地所有者の氏名及び住所 



 

 （許可の基準等） 

第９条 条例第１４条第１項第３号の規則で定める基準は、次の各号に掲げる

事項の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。 

 （１） 特定設備の設置に係る防災上の措置に関する事項 

  ア 特定設備の設置に伴う造成等は、当該造成等が発電事業区域への進入

路、排水施設等の設置のための必要最小限度のものであること。 

  イ 特定設備の設置に伴う造成等は、当該造成等が宅地造成及び特定盛土

等規制法（昭和３６年法律第１９１号）第１３条第１項に規定する政令

で定める技術的基準に適合したものであること。ただし、当該造成等が

関係法令の規定により許可、承認等を必要とするときは、当該法令に掲

げる技術的な基準の例に適合していること。 

  ウ 特定設備が設置される地盤の勾配は、３０度未満であること。ただし

、地盤調査等により当該地盤の安定が確認されるときは、この限りでな

い。 

  エ 発電事業区域内の雨水その他地表水を排除することができるよう必要

な排水施設が設置されていること。 

  オ 放流先の排水施設の排水能力に応じて、必要があるときは、雨水その

他地表水を一時的に貯留する調整池その他施設が設置されていること。 

 （２） 発電事業区域及びその周辺地域における生活環境等の保全に関する

事項 

  ア 発電事業区域内に生育する木竹の伐採は、当該伐採が発電事業区域へ

の進入路、排水施設等の設置のための必要最小限度のものであること。 

  イ 発電事業区域内に希少動植物の生息又は生育が確認されるときは、当

該動植物の生息環境又は生育環境への影響を低減させる措置又は代替措

置が講じられていること。 

  ウ 特定設備の設置に伴う土砂の流出等による濁水の発生の防止のための

必要な措置が講じられていること。 

  エ 特定設備の設置に伴う工事の施行に使用する工事車両による排出ガス

の排出の抑制並びに騒音及び振動の防止について必要な措置が講じられ

ていること。 



 

  オ 特定設備が景観に与える影響を十分に検討するとともに、良好な景観

の保全のための必要な措置が講じられていること。 

  カ 太陽電池モジュールを構成する太陽電池セルは、黒若しくは濃紺又は

低彩度かつ低明度の色彩とし、低反射で模様が目立たないものを使用し

ていること。 

  キ 太陽電池モジュールのフレーム及び太陽電池アレイを支持する架台は

、周囲の景観に調和した色彩とし、低反射のものを使用していること。 

  ク 特定設備に係るパワーコンディショナー、分電盤、安全柵等の附属設

備は、周囲の景観に調和した色彩としていること。 

  ケ 発電事業区域が住宅等に近接しているときは、太陽光の反射によるま

ぶしさを与えないようにするため、植栽、フェンス等の設置その他必要

な措置が講じられていること。 

  コ 住宅等に隣接してパワーコンディショナーが設置されるときは、防音

壁の設置その他パワーコンディショナーから生じる騒音、低周波音等を

軽減するための措置が講じられていること。 

 （３） 地域住民等との良好な関係の構築及び維持に関する事項 

  ア 地域住民等から地域の生活環境等及び懸念事項等に関する情報を聴き

取り、発電事業区域及びその周辺地域の実情に即した発電事業の計画を

作成するために必要な措置が講じられていること。 

  イ 説明会を行うときは、多くの地域住民等に発電事業の計画を周知し、

意見を聴取するために必要な措置が講じられていること。 

  ウ 発電事業の期間において、地域住民等と当該発電事業に関する協議を

継続的に実施するために必要な措置が講じられていること。 

 （４） 特定設備の設計の安全性の確保に関する事項 

  ア 再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成２３

年法律第１０８号）第９条第１項の規定による再生可能エネルギー発電

事業計画の認定を申請する場合にあっては、当該認定を受けることが確

実であると見込まれること。 

  イ 再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法第９条第１

項の規定による再生可能エネルギー発電事業計画の認定を申請しない場



 

合にあっては、発電事業が同条第４項各号のいずれにも適合しているこ

と。 

  ウ 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第３９条第１項に規定する

技術基準に適合するよう維持管理し、安全性を確保すること。 

  エ 太陽電池モジュールを支持する架台の基礎は、上部構造が構造上支障

のある沈下、浮き上がり、転倒又は横移動を生じないように地盤に定着

させること。 

  オ 太陽電池モジュールは、荷重又は外力によって、脱落又は浮き上がり

が生じないように構造耐力上、安全な架台に取り付けること。 

 （５） 発電事業区域及び特定設備の維持管理並びに発電事業廃止後の措置

に関する事項 

  ア 発電事業区域内に関係者以外の者が立ち入ることができないように安

全柵、塀、植栽その他の工作物を設置すること。 

  イ 特定設備が故障し、又は破損したときは、被害を最小限に留める措置

を講じ、速やかに復旧し、又は撤去すること。 

  ウ 特定設備の撤去及び廃棄に係る計画を有し、かつ、特定設備の撤去及

び処分に係る費用の積立てが行われるものであること。 

  エ 使用済みの特定設備、資材等は、特定設備を撤去するまでの間、適切

に維持管理し、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第

１３７号）その他関係法令に従い、速やかに廃棄及び再生利用を行うこ

と。 

  オ 発電事業廃止後は、速やかに整地、緑化、修景その他周辺地域におけ

る生活環境等の保全に必要な措置を講じること。 

 （許可等の通知） 

第１０条 条例第１４条第２項の規定による通知は、発電事業許可を決定した

ときは発電事業許可書（別記様式第１９号）により、不許可を決定したとき

は発電事業申請却下書（別記様式第２０号）により行うものとする。 

２ 条例第１５条第４項の規定により準用する条例第１４条第２項の規定によ

る通知は、変更許可を決定したときは変更許可書（別記様式第２１号）によ

り、不許可を決定したときは変更許可申請却下書（別記様式第２２号）によ



 

り行うものとする。 

 （軽微な変更） 

第１１条 条例第１５条第１項ただし書の規則で定める軽微な変更は、次に掲

げる事項の変更とする。 

 （１） 許可事業者の氏名又は住所の変更（法人にあっては、その名称、代

表者の氏名又は主たる事務所の所在地の変更をいう。以下同じ。） 

 （２） 発電事業管理者の変更又は発電事業管理者の氏名若しくは住所の変

更 

 （３） 施工者の変更又は施工者の氏名若しくは住所の変更 

 （４） 特定設備の保守点検者の変更又は特定設備の保守点検者の氏名若し

くは住所の変更 

 （５） 許可事業者に係る役員の変更又は役員の氏名若しくは住所の変更 

 （６） 発電事業に係る工事の期間及び方法 

 （７） 発電出力及び特定設備の構造（いずれも規模を縮小するものに限る

。） 

 （８） 附属設備の種類及び構造（いずれも規模を縮小するものに限る。） 

 （９） 発電事業区域及び特定設備の維持管理方法 

 （１０） 発電事業廃止後の特定設備の撤去及び発電事業区域の復旧に係る

計画 

 （１１） 条例第１２条第１項の規定による同意をした土地所有者の変更又

は当該土地所有者の氏名若しくは住所の変更 

 （変更の許可申請） 

第１２条 条例第１５条第２項の規定による申請は、変更許可申請書（別記様

式第２３号）に、第８条第３項各号に掲げる書類及び図面のうち当該変更に

係るものを添付して行わなければならない。 

２ 第３条第２項及び第３項の規定は、前項の規定による申請をする場合にお

いて準用する。 

３ 条例第１５条第２項第７号の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする

。 

 （１） 変更許可を受けようとする許可事業者が法人である場合にあっては



 

、その役員の氏名及び住所 

 （２） 発電事業の名称 

 （３） 変更許可を受けようとする発電事業の許可日及び許可番号 

 （４） 発電事業に係る工事の期間及び方法 

 （５） 緊急時の連絡先 

 （６） 土地の登記事項証明書又は登記簿謄本に記載された地目、地積並び

に土地所有者の氏名及び住所 

４ 条例第１５条第６項の規則で定める説明事項は、第５条第１項各号に掲げ

る事項とする。 

５ 条例第１５条第６項の規則で定める同意書は、同意をした者の署名押印が

なされた土地使用同意書（別記様式第６号）によるものとする。 

 （軽微な変更に係る届出） 

第１３条 条例第１５条第３項の規定による届出は、軽微変更届出書（別記様

式第２４号）により、第１１条各号に掲げる事項のうち、該当する事項に係

る書類及び図面を添付して行わなければならない。 

２ 前項の場合において、第１１条第１１号に該当する事項に係る書類は、次

に掲げるものとする。 

 （１） 土地所有者が変更となった土地の登記事項証明書又は登記簿謄本 

 （２） 前号の登記事項証明書又は登記簿謄本に記載された地目、地積並び

に土地所有者の氏名及び住所を記した発電事業関係土地調書（別記様

式第５号） 

 （工事の着手の届出） 

第１４条 条例第１６条の規定による届出は、工事着手届出書（別記様式第２

５号）により行うものとする。 

 （工事の完了の届出） 

第１５条 条例第１７条第２項の規定による届出は、工事完了届出書（別記様

式第２６号）により行うものとする。 

 （設備標識の設置） 

第１６条 条例第１８条第１項の規則で定める標識は、別記様式第２７号とす

る。 



 

 （定期報告） 

第１７条 条例第１９条の規定による報告は、発電事業定期報告書（別記様式

第２８号）により行うものとし、１年ごとに１回以上行うものとする。 

２ 条例第１９条第３号の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

 （１） 特定設備の撤去及び処分に係る費用の積立準備状況 

 （２） 保険の加入状況 

 （３） その他市長が必要と認めるもの 

 （発電事業の廃止等の届出） 

第１８条 条例第２０条第１項の規定による廃止に係る届出は、発電事業廃止

届出書（別記様式第２９号）により行うものとする。 

２ 条例第２０条第１項の規定による休止又は同条第４項の規定による休止後

の再開に係る届出は、発電事業休止等届出書（別記様式第３０号）により行

うものとする。 

 （地位の承継の申請手続） 

第１９条 条例第２３条第２項の申請書は、地位承継承認申請書（別記様式第

３１号）とする。 

２ 第３条第２項及び第３項の規定は、前項の申請書を提出する場合において

準用する。 

３ 条例第２３条第２項第９号の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする

。 

 （１） 承継承認申請者が法人である場合にあっては、その役員の氏名及び

住所 

 （２） 承継承認を受けようとする発電事業の許可日及び許可番号 

 （３） 第８条第４項第２号から第１１号までに掲げる事項 

４ 条例第２３条第４項の規則で定める書類及び図面は、次に掲げる書類及び

図面とする。 

 （１） 許可事業者から当該発電事業を行う権原を取得したことを証する書

類 

 （２） 第８条第３項各号に掲げる書類及び図面のうち当該承継承認に係る

もの 



 

 （３） その他市長が必要と認めるもの 

 （許可の取消し） 

第２０条 条例第２７条第３項の規則で定める書面は、許可取消通知書（別記

様式第３２号）とする。 

 （身分証明書） 

第２１条 条例第２９条第２項の証明書の様式は、身分証明書（別記様式第３

３号）とする。 

 （書類の提出部数） 

第２２条 条例の規定により市長に提出する書類及び図面の部数は、正本１部

及び副本１部とする。ただし、市長が別に定める場合にあっては、この限り

でない。 

 （委任） 

第２３条 この規則の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和６年７月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則は、次の各号のいずれかに該当する発電事業に適用する。 

 （１） この規則の施行の日（以下「施行日」という。）以後に特定設備の

設置に係る手続に着手する発電事業 

 （２） 施行日前に特定設備の設置に係る工事に着手した太陽光発電設備で

あって、施行日以後に発電事業の計画の変更を行う発電事業 

３ この規則の施行の日前に特定設備の設置に係る手続に着手した発電事業に

ついては、事業内容の変更を行う場合を除き、第９条の規定は適用しない。 



別記 
様式第１号（第３条関係） 

（表） 
年  月  日 

 
 （あて先）京田辺市長  

住 所              
氏 名           ㊞  

申請者    （印鑑登録済印鑑（実印）） 
（法人にあっては、その名称、代表者
の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             

 
住 所              
氏 名           ㊞  

発電事業管理者    （印鑑登録済印鑑（実印）） 
（法人にあっては、その名称、代表者
の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             

 
住 所              
氏 名           ㊞  

施工者    （印鑑登録済印鑑（実印）） 
（法人にあっては、その名称、代表者
の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             

 
事前協議書 

 
京田辺市太陽光発電設備の適正な設置及び維持管理に関する条例第８条の規定により、

次のとおり提出します。 
区 分 ［ 新規 ・ 変更 ・ 承継 ］ 

発 電 事 業 の 名 称 （電話番号           ） 
発 電 事 業 区 域 の 所 在 地  
発 電 事 業 区 域 の 面 積 ㎡  

発 電 出 力                kW 
（発電出力の合計        kW） 

年 間 想 定 発 電 量                kWh 

特定設備の保守点検者の氏名、住所及び

連絡先（法人にあっては、その名称、代

表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 

住所 
氏名      

（電話番号           ） 
工 事 期 間 年  月  日～  年  月  日 
工 事 方 法  
発 電 事 業 開 始 予 定 日 年   月   日 

  



  
（裏） 

 

備考 申請者が法人である場合にあっては、その役員の氏名及び住所を記載した別紙を添 
  付すること。 
 

 

伐 採 面 積 ㎡  
伐 採 届 出 年   月   日 届出済 
伐 採 木 の 処 分 方 法  

緑 化 の 方 法 及 び 面 積 
空 地 ㎡  
の り 面 ㎡  

太 陽 電 池 モ ジ ュ ー ル 
枚 数 枚  
総 被 覆 面 積 ㎡  

基 礎 構 造 
コンクリート基礎 ㎡・本  
直 接 基 礎 ㎡・本  
そ の 他 ㎡・本  

パ ワ ー コ ン デ ィ シ ョ ナ ー 
の 出 力 及 び 構 造 

kW  台  
kW  台  

附 属 施 設 の 種 類 及 び 構 造  

発 電 事 業 区 域 及 び 
特 定 設 備 の 維 持 管 理 方 法  

発電事業廃止後の特定設備の撤去及

び発電事業区域の復旧に係る計画 
 

特定設備の撤去及び処分に係る 
費 用 の 積 立 準 備 状 況 撤去及び処分費用想定額          円  
周辺地域における生活環境等への

配 慮 事 項  

発電事業区域の土地 

土 地 の 所 在 地 地目 地積 
（㎡） 

所 有 者 所 有 者 の 住 所 発電事業区域

の面積（㎡） 
      
      
      

合計  筆  



様式第２号（第３条、第８条関係） 
年  月  日 

 （あて先）京田辺市長 
 

住 所              
申請者 氏 名         ㊞    

    （印鑑登録済印鑑（実印）） 

（法人にあっては、その名称、代表者

の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             

 
 

欠格要件非該当誓約書 
 
 私は、京田辺市太陽光発電設備の適正な設置及び維持管理に関する条例第１

４条第１項第１号アからキまで（以下に掲げる事項）のいずれにも該当しない

ことを誓約します。また、同号アからキまでのいずれかに該当したときは、速

やかに申し出ることを誓約します。 
 なお、条例第７条、条例第１５条第１項又は条例第２３条第１項に規定する

許可又は承認の可否の決定のため、京田辺市が必要とする場合は、私が条例第

１４条第１項第１号ア又はカに掲げる者に該当するか否かについて、警察等関

係機関に照会することを承諾します。 
 
条例第１４条第１項第１号 

ア 
京田辺市暴力団排除条例（平成２５年京田辺市条例第２０号）第２条第

４号に規定する暴力団員等（以下「暴力団員等」という。）又は暴力団員

等でなくなった日から起算して５年を経過しない者 

イ 条例第２６条の規定による命令を受けた者であって、当該命令に係る必

要な措置を市長が定めた期限までに完了していないもの 

ウ 条例第２７条第１項又は第２項の規定により発電事業許可を取り消され

た者であって、その取消しの日から起算して５年を経過しないもの 

エ 発電事業を実施するために必要な資力及び信用があると認められない者 

オ 発電事業の実施に関し、不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認

めるに足りる相当の理由がある者 

カ 法人であって、アに規定する者がその事業活動を支配するもの 

キ 破産者で復権を得ないもの 

 



様式第３号（第３条、第８条関係） 
年  月  日 

 （あて先）京田辺市長 
 

住 所              
申請者 氏 名         ㊞    

    （印鑑登録済印鑑（実印）） 

（法人にあっては、その名称、代表者

の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             

 
 

欠格要件非該当誓約書（事業関係者） 
 
 私は、京田辺市太陽光発電設備の適正な設置及び維持管理に関する条例第１

４条第１項第１号ア（以下に掲げる事項）に該当しないことを誓約します。ま

た、同号アに該当したときは、速やかに申し出ることを誓約します。 
 なお、条例第７条、条例第１５条第１項又は条例第２３条第１項に規定する

許可又は承認の可否の決定のため、京田辺市が必要とする場合は、私が条例第

１４条第１項第１号アに掲げる者に該当するか否かについて、警察等関係機関

に照会することを承諾します。 
 

条例第１４条第１項第１号 

ア 
京田辺市暴力団排除条例（平成２５年京田辺市条例第２０号）第２条第

４号に規定する暴力団員等（以下「暴力団員等」という。）又は暴力団員

等でなくなった日から起算して５年を経過しない者 

 



様式第４号（第３条、第８条関係） 
年  月  日 

 （あて先）京田辺市長 
 

住 所              
氏 名              

申請者 （法人にあっては、その名称、代表者

の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             

 
 

隣接土地境界確定に係る同意書 
 
 私が所有する以下の土地と発電事業区域との境界については、別紙図面の朱書のとおり

異議なく同意します。 

土 地 の 所 在 地 
現 住 所 立 会 日 

電 話 番 号 
氏  名 同 意 日 

  立会  年 月 日  
            ㊞ 同意  年 月 日 

  立会  年 月 日  
            ㊞ 同意  年 月 日 

  立会  年 月 日  
            ㊞ 同意  年 月 日 

  立会  年 月 日  
            ㊞ 同意  年 月 日 

  立会  年 月 日  
            ㊞ 同意  年 月 日 

  立会  年 月 日  
            ㊞ 同意  年 月 日 

  立会  年 月 日  
            ㊞ 同意  年 月 日 

  立会  年 月 日  
            ㊞ 同意  年 月 日 

備考 
１ 同意者は、自筆で署名すること。 
２ 同意者は、印鑑登録済印鑑（実印）で押印すること。 
３ 本書と図面に割印すること。 
４ 押印した者の印鑑に関する証明書を添付すること。 



様式第５号（第３条、第８条、第１３条関係） 
年  月  日 

 （あて先）京田辺市長 
 

住 所              
氏 名              

申請者 （法人にあっては、その名称、代表者

の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             

 
 

発電事業関係土地調書 
 
１．発電事業区域の土地 

土地の所在地 地目 地 積 
（㎡） 所有者 所有者の住所 発電事業区域

面積 （㎡） 備考 

       
       
       
       

合計  筆   
 
１－２．発電事業区域の土地の権利等に関する事項 

土地の所在地 所有者 所有者の住所 権利等状況 権利者 権利者の住所 備考 

       
       

合計 筆  
  
２．発電事業区域に隣接する土地 

土 地 の 所 在 地 地目 地 積 
（㎡） 所 有 者 所 有 者 の 住 所 備 考 

      
      
      
      

合計  筆  
 



様式第６号（第３条、第７条、第８条、第１２条関係） 
 

住 所              
氏 名              

申請者 （法人にあっては、その名称、代表者

の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             

 
土地使用同意書 

 
 発電事業の［許可・変更許可・地位承継］を受けようとする者が、以下の土地において

発電事業を行うことについて、次のとおり同意します。 

 
 同意の前提として、発電事業の［許可・変更許可・地位承継］を受けようとする者から、

次の事項について、   年  月  日に説明を受け、その内容を確認しました。 
 

 
 ここに同意したことを証するため、署名押印します。 
      年  月  日           住 所 
                土地所有者   氏 名           ㊞  

 （印鑑登録済印鑑（実印）） 
（法人にあっては、その名称、代表者

の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             

土 地 の 所 在 地 地 目 地 積 
（㎡） 

発電事業区

域面積（㎡） 備 考 

     
     

① 申請者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 
② 発電事業管理者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所

在地） 
③ 施工者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 
④ 発電事業の名称 
⑤ 発電事業区域の所在地及び面積 
⑥ 発電出力及び特定設備の構造 
⑦ 附属施設の種類及び構造 
⑧ 発電事業区域及び特定設備の維持管理方法 
⑨ 発電事業に係る工事の期間及び方法 
⑩ 発電事業開始予定日 
⑪ 発電事業区域及びその周辺地域における土砂災害の発生の防止及び生活環境等の保全のために講ず

る措置 
⑫ 発電事業廃止後の特定設備の撤去及び発電事業区域の復旧に係る計画 



様式第７号（第３条、第７条、第８条関係） 
 

住 所              
氏 名              

申請者 （法人にあっては、その名称、代表者

の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             

 
土地に係る権利者同意書 

 
 発電事業の［許可・変更許可・地位承継］を受けようとする者が、以下の土地において

発電事業を行うことについて、次のとおり同意します。 

 
 同意の前提として、発電事業の［許可・変更許可・地位承継］を受けようとする者から、

次の事項について、   年  月  日に説明を受け、その内容を確認しました。 
 

 
 ここに同意したことを証するため、署名押印します。 
      年  月  日  
                        住 所 
             土地に係る権利者   氏 名           ㊞  

   （印鑑登録済印鑑（実印）） 
（法人にあっては、その名称、代表者

の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             

土 地 の 所 在 地 地 目 地 積 
（㎡） 

土地に係る

権 利 等 
発電事業区

域面積（㎡） 備 考 

      
      

① 申請者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 
② 発電事業管理者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所

在地） 
③ 施工者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 
④ 発電事業の名称 
⑤ 発電事業区域の所在地及び面積 
⑥ 発電出力及び特定設備の構造 
⑦ 附属施設の種類及び構造 
⑧ 発電事業区域及び特定設備の維持管理方法 
⑨ 発電事業に係る工事の期間及び方法 
⑩ 発電事業開始予定日 
⑪ 発電事業区域及びその周辺地域における土砂災害の発生の防止及び生活環境等の保全のために講ず

る措置 
⑫ 発電事業廃止後の特定設備の撤去及び発電事業区域の復旧に係る計画 



様式第８号（第３条、第７条、第８条関係） 
 

住 所              
氏 名              

申請者 （法人にあっては、その名称、代表者

の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             

 
発電事業区域に隣接する土地の所有者同意書 

 
 発電事業の［許可・変更許可］を受けようとする者が、以下の私が所有する土地の隣接

において、発電事業を行うことについて、次のとおり同意します。 
 

区  分 土 地 の 所 在 地 備 考 

私 が 所 有 す る 土 地   
隣接する発電事業区域の土地 
（発電事業が行われる土地）   

 
 同意の前提として、発電事業の［許可・変更許可］を受けようとする者から、次の事項

について、   年  月  日に説明を受け、その内容を確認しました。 
 

 
 ここに同意したことを証するため、署名押印します。 
      年  月  日           住 所 
      発電事業区域に隣接する土地の所有者 氏 名           ㊞  

   （印鑑登録済印鑑（実印）） 
（法人にあっては、その名称、代表者

の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             

① 申請者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 
② 発電事業管理者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所

在地） 
③ 施工者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 
④ 発電事業の名称 
⑤ 発電事業区域の所在地及び面積 
⑥ 発電出力及び特定設備の構造 
⑦ 附属施設の種類及び構造 
⑧ 発電事業区域及び特定設備の維持管理方法 
⑨ 発電事業に係る工事の期間及び方法 
⑩ 発電事業開始予定日 
⑪ 発電事業区域及びその周辺地域における土砂災害の発生の防止及び生活環境等の保全のために講ず

る措置 
⑫ 発電事業廃止後の特定設備の撤去及び発電事業区域の復旧に係る計画 



様式第９号（第３条関係） 
年  月  日 

 
 （あて先）京田辺市長 
 

住 所              
氏 名              

  申請者 （法人にあっては、その名称、代表者

の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             

 
説明会開催計画書 

 
京田辺市太陽光発電設備の適正な設置及び維持管理に関する条例第１０条第１項（条例

第１５条第４項又は条例第２３条第３項の規定により準用する場合を含む。）の規定による

説明会の開催計画について報告します。 

発 電 事 業 の 名 称 
（電話番号           ） 

発 電 事 業 区 域 の 所 在 地  
発 電 事 業 区 域 の 面 積 ㎡  

発 電 出 力                kW 

（発電出力の合計        kW） 
年 間 想 定 発 電 量                kWh 

説 明 会 対 象 地 域 
 

開 催 日 時 年   月   日      時 
開 催 場 所  
説 明 予 定 者 の 氏 名  

説 明 内 容 

 

周 知 方 法 
 

備考 説明会で使用する予定の資料を添付すること。 



様式第１０号（第３条関係） 
文 書 番 号 
年  月  日 

 
 
          様 
 

京田辺市長        印  
 

事前協議済書 
 

     年  月  日付けで申請のあった事前協議について、京田辺市太陽光発電設

備の適正な設置及び維持管理に関する条例施行規則第３条第５項の規定により、下記のと

おり通知します。 
 

記 
 
１ 申請者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所 
 の所在地） 
 
 
２ 発電事業の名称 
 
 
３ 発電事業区域の所在地 
 
 
４ 発電事業区域の面積 
 
 
５ 発電出力 
 
 
６ 意見 
 



様式第１１号（第４条関係） 
 
 
 

建 設 予 定 標 識 

（お知らせ）この場所で、太陽光発電事業を行う予定をしています。 

発 電 事 業 の 名 称 
（電話番号           ） 

発電事業区域の所在地  

発 電 事 業 区 域 の 面 積 ㎡  

発 電 出 力                kW 

（発電出力の合計        kW） 

年 間 想 定 発 電 量                kWh 

設 置 予 定 者 
（法人にあっては、その名

称、代表者の氏名及び主た

る 事 務 所 の 所 在 地 ） 

住所 
氏名 
 

（電話番号           ） 

工 事 着 手 予 定 日 年   月   日 

工 事 完 了 予 定 日 年   月   日 

発 電 事 業 開 始 予 定 日 年   月   日 

説 明 会 の 開 催 日 時 年   月   日      時 

説 明 会 の 開 催 場 所  

建 設 予 定 標 識 設 置 日 年   月   日 

事業許可に係る協議先 京田辺市役所 太陽光発電担当課 

この標識は、京田辺市太陽光発電設備の適正な設置及び維持管理に関する条例

第９条第１項の規定により設置したものです。 
この発電事業についてのお問合せは、以下の連絡先に御連絡ください。 

（連絡先）               電話番号          

 

９０センチメートル以上 

１
２
０
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
以
上 



様式第１２号（第４条関係） 
年  月  日 

 
 
 （あて先）京田辺市長  
 

住 所              
氏 名              

  申請者 （法人にあっては、その名称、代表者

の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             

 
建設予定標識設置届出書 

 
京田辺市太陽光発電設備の適正な設置及び維持管理に関する条例第９条第２項の規定に

より、次のとおり届け出ます。 

発 電 事 業 の 名 称 
（電話番号           ） 

発電事業区域の所在地  

発 電 事 業 区 域 の 面 積 ㎡  

発 電 出 力                kW 

（発電出力の合計        kW） 

年 間 想 定 発 電 量                kWh 

建設予定標識設置場所  

建 設 予 定 標 識 設 置 日 年   月   日 

 



様式第１３号（第５条、第８条関係） 
年  月  日 

 
 （あて先）京田辺市長 
 

住 所              
氏 名              

  申請者 （法人にあっては、その名称、代表者

の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             

 
説明会開催結果報告書 

 
京田辺市太陽光発電設備の適正な設置及び維持管理に関する条例第１０条第１項（条例

第１５条第４項又は条例第２３条第３項の規定により準用する場合を含む。）の規定により

説明会を開催したので報告します。 

発 電 事 業 の 名 称 
（電話番号           ） 

発 電 事 業 区 域 の 所 在 地  
発 電 事 業 区 域 の 面 積 ㎡  

説 明 会 対 象 地 域  

開 催 日 時 年   月   日   時 
開 催 場 所  
地 域 住 民 等 の 出 席 者 数 名  
説 明 者 の 氏 名  
説 明 会 開 催 に つ い て の 
周 知 の 範 囲 と そ の 方 法 

 

（概 要） 
 

特記事項  

備考 １ 説明会を２回以上開催した場合は、説明会ごとに作成すること。 
２ 説明会で配布した説明資料、説明した内容、出席者の要望及び意見並びにそれ

らへの回答等について具体的に記載した議事録を添付すること。なお、当該議事

録に説明会に出席した地域住民等の代表者の署名がない場合にあっては、説明会

の内容を録音した記録媒体を併せて提出すること。 



様式第１４号（第５条、第８条関係） 
年  月  日 

 
 （あて先）京田辺市長 
 

住 所              
氏 名              

  申請者 （法人にあっては、その名称、代表者

の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             

 
措置内容報告書 

 
京田辺市太陽光発電設備の適正な設置及び維持管理に関する条例第１０条第１項ただし

書（条例第１５条第４項又は条例第２３条第３項の規定により準用する場合を含む。）の規

定による措置内容について、次のとおり報告します。 

発 電 事 業 の 名 称 
（電話番号           ） 

発電事業区域の所在地  
発 電 事 業 区 域 の 面 積 ㎡  
措 置 対 象 地 域  

措 置 内 容  

措 置 期 間 年  月  日～    年  月  日 
掲 示 場 所  
掲 示 期 間 年  月  日～    年  月  日 

地 域 住 民 等 の 意 見  

意 見 に 対 す る 
措 置 内 容  

特 記 事 項  

 



様式第１５号（第６条、第８条関係） 
年  月  日 

 
 （あて先）京田辺市長 
 

住 所              
氏 名              

  申請者 （法人にあっては、その名称、代表者

の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             

 
地域住民等協議結果報告書 

 
京田辺市太陽光発電設備の適正な設置及び維持管理に関する条例第１１条第１項（条例

第１５条第４項又は条例第２３条第３項の規定により準用する場合を含む。）の規定により

地域住民等と協議したので報告します。 

発 電 事 業 の 名 称 
（電話番号           ） 

発 電 事 業 区 域 の 所 在 地  
発 電 事 業 区 域 の 面 積 ㎡  

協 議 対 象 地 域  

協 議 日 時 年   月   日   時 
協 議 場 所  
申 出 件 数 件  

協議の内容 

意 見 の 内 容 

 

意見に対する

措 置 内 容 

 

協 議 結 果 
 

特 記 事 項  

 



様式第１６号（第７条関係） 
年  月  日 

 
 （あて先）京田辺市長 
 

住 所              
氏 名              

  申請者 （法人にあっては、その名称、代表者

の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             

 
 
 

経過内容報告書 
 
京田辺市太陽光発電設備の適正な設置及び維持管理に関する条例第１２条第５項ただし

書の規定による経過内容について、次のとおり報告します。 

発 電 事 業 の 名 称 
（電話番号           ） 

発 電 事 業 区 域 の 所 在 地  
発 電 事 業 区 域 の 面 積 ㎡  

発 電 出 力                kW 

（発電出力の合計        kW） 

発電事業区域に隣接する土地の

所在地並びに所有者の氏名及び

住所 

土地の所在地 

住所 
氏名 

（経過内容） 

 



様式第１７号（第８条関係） 
（表） 

年  月  日 
 （あて先）京田辺市長  

住 所              
氏 名           ㊞  

申請者    （印鑑登録済印鑑（実印）） 
（法人にあっては、その名称、代表者
の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             

 
住 所              
氏 名           ㊞  

発電事業管理者    （印鑑登録済印鑑（実印）） 
（法人にあっては、その名称、代表者
の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             
 
住 所              
氏 名           ㊞  

施工者    （印鑑登録済印鑑（実印）） 
（法人にあっては、その名称、代表者
の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             

 
発電事業許可申請書 

 
京田辺市太陽光発電設備の適正な設置及び維持管理に関する条例第１３条の規定により、

次のとおり提出します。 
発 電 事 業 の 名 称 （電話番号           ） 
発 電 事 業 区 域 の 所 在 地  
発 電 事 業 区 域 の 面 積 ㎡  

発 電 出 力                kW 

（発電出力の合計        kW） 

年 間 想 定 発 電 量                kWh 
特定設備の保守点検者の氏名、住所
及び連絡先（法人にあっては、その名
称、代表者の氏名及び主たる事務所
の所在地） 

住所 
氏名      

（電話番号           ） 

緊 急 時 の 連 絡 先 
住所 
氏名      

（電話番号           ） 
工 事 期 間 年  月  日～  年  月  日 
工 事 方 法  
発 電 事 業 開 始 予 定 日 年   月   日 

  



  
（裏） 

 

備考 申請者が法人である場合にあっては、その役員の氏名及び住所を記載した別紙を添 
  付すること。 
 

 

伐 採 面 積 ㎡  
伐 採 届 出 年   月   日 届出済 
伐 採 木 の 処 分 方 法  

緑 化 の 方 法 及 び 面 積 
空 地 ㎡  
の り 面 ㎡  

太 陽 電 池 モ ジ ュ ー ル 
枚 数 枚  
総 被 覆 面 積 ㎡  

基 礎 構 造 
コンクリート基礎 ㎡・本  
直 接 基 礎 ㎡・本  
そ の 他 ㎡・本  

パ ワ ー コ ン デ ィ シ ョ ナ ー 
の 出 力 及 び 構 造 

kW  台  
kW  台  

附 属 施 設 の 種 類 及 び 構 造  

発 電 事 業 区 域 及 び 
特 定 設 備 の 維 持 管 理 方 法  

発電事業廃止後の特定設備の撤去及

び発電事業区域の復旧に係る計画 
 

特定設備の撤去及び処分に係る 
費 用 の 積 立 準 備 状 況 撤去及び処分費用想定額          円  
周辺地域における生活環境等への

配 慮 事 項  

発電事業区域の土地 

土 地 の 所 在 地 地目 地積 
（㎡） 

所 有 者 所 有 者 の 住 所 発電事業区域

の面積（㎡） 
      
      
      

合計  筆  



様式第１８号（第８条関係） 
 
 

保全義務に関する誓約書 
 
 今般、京田辺市内において太陽光発電事業を行うに当たり、京田辺市太陽光発電設備の

適正な設置及び維持管理に関する条例第２１条に規定する以下の保全義務について、遵守

することを誓約します。 
 

条例第２１条 

１ 

許可事業者、発電事業管理者及び土地所有者（以下「許可事業者等」という。）

は、土砂災害の発生の防止及び生活環境等の保全上の支障が生じないよう、発

電事業区域及び特定設備を常時安全かつ良好な状態に維持管理しなければなら

ない。 

２ 許可事業者等は、発電事業区域及びその周辺地域で土砂災害が発生したときは、

速やかに発電事業区域及び特定設備を点検しなければならない。 

３ 
許可事業者等は、前項の点検の結果、発電事業区域及び特定設備に異常等があ

ったときは、当該発電事業区域及び当該特定設備の保全のために必要な措置を

講じ、その内容を市長に報告しなければならない。 

 
年  月  日 

 （あて先）京田辺市長  
 

住 所              
氏 名           ㊞  

申請者    （印鑑登録済印鑑（実印）） 
（法人にあっては、その名称、代表者
の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             

 
住 所              
氏 名           ㊞  

発電事業管理者    （印鑑登録済印鑑（実印）） 
（法人にあっては、その名称、代表者
の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             

 
住 所              
氏 名           ㊞  

土地所有者    （印鑑登録済印鑑（実印）） 
（法人にあっては、その名称、代表者
の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             



様式第１９号（第１０条関係） 
文 書 番 号 
年  月  日 

 
          様 

 
 
 

京田辺市長        印  
 
 

発電事業許可書 
 
     年  月  日付けで許可申請のあった発電事業について、下記の条件を付し

て許可します。 
 

記 
 
 １ 許可番号 
 
 
 ２ 許可事業者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる 
  事務所の所在地） 
 
 
 ３ 発電事業の名称 
 
 
 ４ 発電事業区域の所在地 
 
 
 ５ 発電事業区域の面積 
 
 
 ６ 発電出力 
 
 
 ７ 条件 
 



様式第２０号（第１０条関係） 
                            文 書 番 号 
                            年  月  日 
 
          様 
                    京田辺市長        印  
 
             発電事業申請却下書              
 
     年  月  日付けで許可申請のあった発電事業については、次の

とおり、申請却下の決定をしたので、京田辺市太陽光発電設備の適正な設置及

び維持管理に関する条例施行規則第１０条第１項の規定により通知します。 

 
（教示） 
１ この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して３か月以内に京田辺市長に対して審査請求をすることができます

。ただし、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内

であっても、処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求

をすることができなくなります。 
２ この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日から

起算して６か月以内に京田辺市を被告として（京田辺市長が被告の代表者と

なります。）提起することができます（なお、この処分があったことを知っ

た日の翌日から起算して６か月以内であっても、処分があった日の翌日から

起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくな

ります。）。ただし、この処分があったことを知った日の翌日から起算して

３か月以内に審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請

求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提

起することができます。 

申 請 者 の 
氏名、住所及び連絡先 

住所 
氏名      

（電話番号           ） 

発 電 事 業 の 名 称 
（電話番号           ） 

発電事業区域の所在地  
発 電 事 業 区 域 の 面 積 ㎡  

発 電 出 力                kW 

（発電出力の合計        kW） 

申 請 却 下 の 理 由  



様式第２１号（第１０条関係） 
文 書 番 号 
年  月  日 

 
          様 

 

京田辺市長        印  

 
 

変更許可書 
 
     年  月  日付けで変更の許可申請のあった発電事業について、下記の条件

を付して変更許可します。 
 

記 
 
 １ 許可番号（初回） 
 
 
 ２ 変更許可番号 
 
 
 ３ 許可事業者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる 
  事務所の所在地） 
 
 
 ４ 発電事業の名称 
 
 
 ５ 発電事業区域の所在地 
 
 
 ６ 発電事業区域の面積 
 
 
 ７ 発電出力 
 
 
 ８ 変更事項 
 
 
 ９ 条件 



様式第２２号（第１０条関係） 
                            文 書 番 号 
                            年  月  日 
 
          様 
                    京田辺市長        印  
 
             変更許可申請却下書              
 
     年  月  日付けで申請のあった変更許可については、次のとお

り、申請却下の決定をしたので、京田辺市太陽光発電設備の適正な設置及び維

持管理に関する条例施行規則第１０条第２項の規定により通知します。 
 
 
変 更 事 項 
 

 

変更許可申請却下の理由 

 

 
（教示） 
１ この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して３か月以内に京田辺市長に対して審査請求をすることができます

。ただし、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内

であっても、処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求

をすることができなくなります。 
２ この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日から

起算して６か月以内に京田辺市を被告として（京田辺市長が被告の代表者と

なります。）提起することができます（なお、この処分があったことを知っ

た日の翌日から起算して６か月以内であっても、処分があった日の翌日から

起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくな

ります。）。ただし、この処分があったことを知った日の翌日から起算して

３か月以内に審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請

求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提

起することができます。 



様式第２３号（第１２条関係） 
（表） 

 
年  月  日 

 
 （あて先）京田辺市長  

住 所              
氏 名           ㊞  

申請者    （印鑑登録済印鑑（実印）） 
（法人にあっては、その名称、代表者
の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             

 
住 所              
氏 名           ㊞  

発電事業管理者    （印鑑登録済印鑑（実印）） 
（法人にあっては、その名称、代表者
の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             
 
住 所              
氏 名           ㊞  

施工者    （印鑑登録済印鑑（実印）） 
（法人にあっては、その名称、代表者
の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             

 
変更許可申請書 

 
京田辺市太陽光発電設備の適正な設置及び維持管理に関する条例第１５条第２項の規定

により、次のとおり提出します。 
許 可 日 及 び 許 可 番 号 年  月  日  第    号 

発 電 事 業 の 名 称 （電話番号           ） 
発 電 事 業 区 域 の 所 在 地  
発 電 事 業 区 域 の 面 積 ㎡  
変 更 事 項 変 更 前 変 更 後 

   

変 更 理 由  
工 事 期 間 年  月  日～  年  月  日 
工 事 方 法  

  



  
（裏） 

 

緊 急 時 の 連 絡 先 
住所 
氏名      

（電話番号           ） 
周辺地域における生活環境等への

配 慮 事 項  

備考 申請者が法人である場合にあっては、その役員の氏名及び住所を記載した別紙を添 
  付すること。 
 

 

発電事業区域の土地 

土 地 の 所 在 地 地目 地積 
（㎡） 

所 有 者 所 有 者 の 住 所 発電事業区域

の面積（㎡） 
      
      
      

合計  筆  



様式第２４号（第１３条関係） 
年  月  日 

 （あて先）京田辺市長  
住 所              
氏 名              

  届出者 （法人にあっては、その名称、代表者

の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             

 
 

軽微変更届出書 
 

京田辺市太陽光発電設備の適正な設置及び維持管理に関する条例第１５条第３項の規定

により、次のとおり届け出ます。 
許 可 日 及 び 許 可 番 号 年  月  日  第    号 

発 電 事 業 の 名 称 
（電話番号           ） 

発 電 事 業 区 域 の 所 在 地  

発 電 事 業 区 域 の 面 積 ㎡  

発 電 出 力                kW 

（発電出力の合計        kW） 

軽 微 変 更 日 年  月  日 

軽 微 変 更 事 項 変 更 前 変 更 後 

   

軽 微 変 更 理 由  

添 付 書 類  

 



様式第２５号（第１４条関係） 
年  月  日 

 
 （あて先）京田辺市長  
 

住 所              
氏 名              

  届出者 （法人にあっては、その名称、代表者

の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             

 
工事着手届出書 

 
京田辺市太陽光発電設備の適正な設置及び維持管理に関する条例第１６条の規定により、

次のとおり届け出ます。 

許 可 日 及 び 許 可 番 号 年  月  日    第    号 

発 電 事 業 の 名 称 
（電話番号           ） 

発電事業区域の所在地  

発 電 事 業 区 域 の 面 積 ㎡  

発 電 出 力                kW 

（発電出力の合計        kW） 

工 事 区 分 ［ 新規 ・ 変更 ・ その他（     ） ］ 

施工者の氏名、住所及び連
絡先（法人にあっては、そ
の名称、代表者の氏名及び
主たる事務所の所在地） 

住所 
氏名      
         （電話番号          ） 

工 事 概 要  

工 事 着 手 予 定 日 年  月  日 

工 事 完 了 予 定 日 年  月  日 

備考 工事着手前の現場の写真を添付すること。 



様式第２６号（第１５条関係） 
年  月  日 

 
 （あて先）京田辺市長  
 

住 所              
氏 名              

  届出者 （法人にあっては、その名称、代表者

の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             

 
工事完了届出書 

 
京田辺市太陽光発電設備の適正な設置及び維持管理に関する条例第１７条第２項の規定

により、次のとおり届け出ます。 

許 可 日 及 び 許 可 番 号 年  月  日    第    号 

発 電 事 業 の 名 称 
（電話番号           ） 

発電事業区域の所在地  

発 電 事 業 区 域 の 面 積 ㎡  

発 電 出 力                kW 

（発電出力の合計        kW） 

工 事 区 分 ［ 新規 ・ 変更 ・ その他（     ） ］ 

施工者の氏名、住所及び連
絡先（法人にあっては、そ
の名称、代表者の氏名及び
主たる事務所の所在地） 

住所 
氏名      
         （電話番号           ） 

工 事 概 要  

工 事 着 手 日 年   月   日 

工 事 完 了 日 年   月   日 

備考 工事完了後の発電事業所の写真を添付すること。 



様式第２７号（第１６条関係） 
 
 
 

太 陽 光 発 電 設 備 標 識 

発 電 事 業 の 名 称 
（電話番号           ） 

発電事業区域の所在地  

発 電 事 業 区 域 の 面 積 ㎡  

発 電 出 力                kW 

（発電出力の合計        kW） 

年 間 想 定 発 電 量                kWh 

許 可 を 受 け た 者 
（法人にあっては、その名

称、代表者の氏名及び主た

る 事 務 所 の 所 在 地 ） 

住所 
氏名 
 

（電話番号           ） 

発 電 事 業 管 理 者 
（法人にあっては、その名

称、代表者の氏名及び主た

る 事 務 所 の 所 在 地 ） 

住所 
氏名 

 
（電話番号           ） 

発 電 事 業 開 始 日 年   月   日 

許 可 日 及 び 許 可 番 号  年   月   日    第    号 

事 業 許 可 し た 機 関 京田辺市役所 太陽光発電担当課 

太陽光発電設備標識設置日 年   月   日 

この標識は、京田辺市太陽光発電設備の適正な設置及び維持管理に関する条例

第１８条第１項の規定により設置したものです。 
この発電事業についてのお問合せは、以下の連絡先に御連絡ください。 

 
（連絡先）               電話番号          

 

９０センチメートル以上 

１
２
０
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
以
上 



様式第２８号（第１７条関係） 
（表） 

年  月  日 
 
 （あて先）京田辺市長  

住 所              
氏 名              

  届出者 （法人にあっては、その名称、代表者

の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             

 
発電事業定期報告書 

 
京田辺市太陽光発電設備の適正な設置及び維持管理に関する条例第１９条の規定により、

次のとおり提出します。 
許 可 日 及 び 許 可 番 号 年  月  日  第    号 

発 電 事 業 の 名 称 
（電話番号           ） 

発 電 事 業 区 域 の 所 在 地  

発 電 事 業 区 域 の 面 積 ㎡  

発 電 出 力                kW 

（発電出力の合計        kW） 

発電事業管理者の氏名、住所及び
連絡先（法人にあっては、その名
称、代表者の氏名及び主たる事務
所の所在地） 

住所 
氏名      

（電話番号           ） 

発 電 開 始 日 年  月  日 

  

報 告 対 象 期 間 年  月  日～    年  月  日 

稼 働 状 況 
発電量      kWh 売電量      kWh 
売電金額                  円 

発 電 事 業 区 域 の 
維 持 管 理 状 況 

実施日 

実施内容 

 

 （外部委託の場合） 委託事業者名及び連絡先 

特 定 設 備 の 
保 守 点 検 状 況 

点検方法及び点検日 

〇自主点検  ［           ］ 

〇外部委託点検［           ］ 

 （外部委託の場合） 委託事業者名及び連絡先 



  
（裏） 

特定設備の撤去及び処分に係る 
費 用 の 積 立 準 備 状 況 

撤去及び処分費用想定額           円 
積立開始時期      年  月  日 
積立終了時期      年  月  日 
    年度分               円 
積立累計金額                円 

保 険 の 加 入 状 況 加入 ・ 未加入 

 

定 期 点 検 確 認 表 
点検箇所 点検項目 点検結果 備 考 

太陽電池モジュール 
表面に破損はないか。 適／不適  
フレームに破損及び著しい変形はないか。 適／不適  

節電箱・集電箱 外箱に腐食及び著しい破損はないか。 適／不適  

パワーコンディショナー 

外箱に腐食及び著しい破損はないか。 適／不適  
外部配線（接続ケーブル）は損傷していないか。 適／不適  
電線管は破損していないか。 適／不適  
通気孔をふさいでいないか。 適／不適  
異常音及び異臭はないか。 適／不適  
表示部に異常表示は出ていないか。 適／不適  

ケーブル・配電線管 腐食及び著しい破損はないか。 適／不適  

架台・基礎の状態 
腐食及び著しい破損はないか。 適／不適  
土壌に著しい浸食は発生していないか。 適／不適  
地盤は沈下していないか。 適／不適  

発電事業区域の状態 

定期的に除草を実施しているか。 適／不適  
地盤の崩壊はないか。 適／不適  
土砂崩れは発生していないか。 適／不適  
パネル設置地盤の被覆の状態は良好か。 適／不適  
パネル設置地盤に有害な浸食は発生していないか。 適／不適  
外部への土砂流出はないか。 適／不適  
擁壁に有害な変状は発生していないか。 適／不適  
排水側溝は閉塞していないか。清掃を実施しているか。 適／不適  
柵、塀等は破損していないか。 適／不適  
調整池がある場合は、十分な計画洪水調整容量を確保し

ているか。 
適／不適  

調整池がある場合は、定期的に土砂を浚渫しているか。 適／不適  
廃棄物は残置されていないか。 適／不適  
発電事業区域内の土地所有者に変更はないか。 適／不適  

その他特記事項  



様式第２９号（第１８条関係） 
年  月  日 

 （あて先）京田辺市長  
住 所              
氏 名              

  届出者 （法人にあっては、その名称、代表者

の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             

 
 

発電事業廃止届出書 
 

京田辺市太陽光発電設備の適正な設置及び維持管理に関する条例第２０条第１項の規定

により、次のとおり届け出ます。 
許 可 日 及 び 許 可 番 号 年  月  日  第    号 

発 電 事 業 の 名 称 
（電話番号           ） 

発 電 事 業 区 域 の 所 在 地  
発 電 事 業 区 域 の 面 積 ㎡  

発 電 出 力                kW 

（発電出力の合計        kW） 

廃 止 予 定 日 年  月  日 

廃 止 理 由  

廃 止 に 伴 う 措 置  

施工者の氏名、住所及び連絡先（法
人にあっては、その名称、代表者の
氏名及び主たる事務所の所在地） 

住所 
氏名      

（電話番号           ） 
工 事 期 間 年  月  日～  年  月  日 
工 事 方 法  

特 定 設 備 の 撤 去 及 び 処 分  

廃止後の発電事業区域の復旧  

 



様式第３０号（第１８条関係） 
年  月  日 

 （あて先）京田辺市長  
住 所              
氏 名              

  届出者 （法人にあっては、その名称、代表者

の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             

 
 

発電事業休止等届出書 
 

京田辺市太陽光発電設備の適正な設置及び維持管理に関する条例第２０条第１項又は第

４項の規定により、次のとおり届け出ます。 
届 出 の 区 分 ［ 休止 ・ 再開 ］ 
許 可 日 及 び 許 可 番 号 年  月  日  第    号 

発 電 事 業 の 名 称 
（電話番号           ） 

発 電 事 業 区 域 の 所 在 地  

発 電 事 業 区 域 の 面 積 ㎡  

発 電 出 力                kW 

（発電出力の合計        kW） 
休 止 予 定 日 
（ 休 止 日 ） 年  月  日 

発 電 事 業 再 開 予 定 日 年  月  日 

休 止 理 由 
※ 再 開 の 場 合 は 不 要  

休止中の発電事業区域の維持管理 
※ 再 開 の 場 合 は 不 要  

休 止 （ 再 開 ） に 伴 う 措 置  

休 止 （ 再 開 ） 伴 う 留 意 事 項  

 



様式第３１号（第１９条関係） 
（表） 

年  月  日 
 （あて先）京田辺市長  
 

住 所              
氏 名           ㊞  

申請者    （印鑑登録済印鑑（実印）） 
（法人にあっては、その名称、代表者
の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             

 
住 所              
氏 名           ㊞  

発電事業管理者    （印鑑登録済印鑑（実印）） 
（法人にあっては、その名称、代表者
の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             

 
住 所              
氏 名           ㊞  

施工者    （印鑑登録済印鑑（実印）） 
（法人にあっては、その名称、代表者
の氏名及び主たる事務所の所在地） 
電話番号             

 
地位承継承認申請書 

 
京田辺市太陽光発電設備の適正な設置及び維持管理に関する条例第２３条第２項の規定

により、次のとおり提出します。 
許 可 日 及 び 許 可 番 号 年  月  日  第    号 
発 電 事 業 の 名 称 （電話番号           ） 
発 電 事 業 区 域 の 所 在 地  
発 電 事 業 区 域 の 面 積 ㎡  
発 電 出 力                kW 

（発電出力の合計        kW） 

年 間 発 電 量                kWh 
現在の許可事業者の氏名、住所及び
連絡先（法人にあっては、その名称、
代表者の氏名及び主たる事務所の所
在地） 

住所 
氏名      

（電話番号           ） 

  

承 継 理 由  
承 継 後 の 発 電 事 業 の 名 称 （電話番号           ） 
承 継 後 の 発 電 出 力                kW 

（発電出力の合計        kW） 
承 継 後 の 年 間 想 定 発 電 量                kWh 



  
（裏） 

特定設備の保守点検者の氏名、住所
及び連絡先（法人にあっては、その名
称、代表者の氏名及び主たる事務所
の所在地） 

住所 
氏名      

（電話番号           ） 

緊 急 時 の 連 絡 先 
住所 
氏名      

（電話番号           ） 
工 事 期 間 年  月  日～  年  月  日 
工 事 方 法  
発 電 事 業 開 始 予 定 日 年   月   日 
伐 採 面 積 ㎡  
伐 採 届 出 年   月   日 届出済 
伐 採 木 の 処 分 方 法  

緑 化 の 方 法 及 び 面 積 
空 地 ㎡  
の り 面 ㎡  

太 陽 電 池 モ ジ ュ ー ル 
枚 数 枚  
総 被 覆 面 積 ㎡  

基 礎 構 造 
コンクリート基礎 ㎡・本  
直 接 基 礎 ㎡・本  
そ の 他 ㎡・本  

パ ワ ー コ ン デ ィ シ ョ ナ ー 
の 出 力 及 び 構 造 

kW  台  
kW  台  

附 属 施 設 の 種 類 及 び 構 造  
発 電 事 業 区 域 及 び 
特 定 設 備 の 維 持 管 理 方 法  

発電事業廃止後の特定設備の撤去及

び発電事業区域の復旧に係る計画  

特定設備の撤去及び処分に係る 
費 用 の 積 立 準 備 状 況 撤去及び処分費用想定額          円 

周 辺 地 域 に お け る 生 活 環 境 等 
へ の 配 慮 事 項  

備考 申請者が法人である場合にあっては、その役員の氏名及び住所を記載した別紙を添 
  付すること。 

 

発電事業区域の土地 

土 地 の 所 在 地 地目 地積 
（㎡） 

所 有 者 所 有 者 の 住 所 発電事業区域

の面積（㎡） 
      
      

合計  筆  



様式第３２号（第２０条関係） 
                            文 書 番 号 
                            年  月  日 
          様 

                    京田辺市長        印  

 
              許可取消通知書               
 
 京田辺市太陽光発電設備の適正な設置及び維持管理に関する条例第２７条第

１項又は第２項の規定により、    年  月  日付けで許可した［ 発

電事業許可 ・ 変更許可 ］について、取消しを決定したので、同条第３項

の規定により通知します。 
取 り 消 す 許 可 の 区 分 ［ 発電事業許可 ・ 変更許可 ］ 
許 可 日 及 び 許 可 番 号 年  月  日  第    号 
許可事業者の氏名、住所及び
連絡先（法人にあっては、そ
の名称、代表者の氏名及び主
たる事務所の所在地） 

住所 
氏名      

（電話番号           ） 

発 電 事 業 の 名 称 
（電話番号           ） 

発 電 事 業 区 域 の 所 在 地  
発 電 事 業 区 域 の 面 積 ㎡  

発 電 出 力                kW 
（発電出力の合計        kW） 

許 可 取 消 し の 理 由  
許 可 取 消 し の 根 拠 条 項  

 
（教示） 
１ この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して３か月以内に京田辺市長に対して審査請求をすることができます

。ただし、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内

であっても、処分があった日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求

をすることができなくなります。 
２ この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日から

起算して６か月以内に京田辺市を被告として（京田辺市長が被告の代表者と

なります。）提起することができます（なお、この処分があったことを知っ

た日の翌日から起算して６か月以内であっても、処分があった日の翌日から

起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくな

ります。）。ただし、この処分があったことを知った日の翌日から起算して

３か月以内に審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請

求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提

起することができます。 



様式第３３号（第２１条関係） 
 
 
 
 

第    号 
身分証明書 

 
所属 
職名 
氏名 
 

 
 

 上記の職員は、京田辺市太陽光発電設備の適正な設置及び維持管理に関する

条例第２９条第１項の規定による権限を有する職員であることを証明する。 
 

年  月  日  
 

京田辺市長        印 
 

備考 裏面には、この身分証明書及びこれを携行する者に係る条例における根拠規

定を抜粋して記載すること。   

写 真 

９センチメートル 

５
．
５
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル 


